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Fig.1 Urban fire spread process 
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１ はじめに 

 多くの都市火災伝搬予測は火災伝搬過程を過去の被災記録からの統計解析に基づいた単純

な延焼モデルによる予測するものであり、火災拡大に大きな影響を持つ火炎性状や火災域の

風性状等の物理現象を実際に解析して予測するというものではない。都市火災において、建

物間の延焼を引き起こす要因は、図 1 に示すように接炎、放射熱、熱気流、火の粉などが挙

げられる。特に、強風下においては、大量の火の粉が原因となって、火炎発生場所から離れ

た所で飛び火による延焼被害が起こる事例も多い 1,2)。しかしながら、火の粉は、火元建物の

状態、着火形態、気象条件など、工学的にモデル化しにくい多くの不確定要因があるため、

その性状や機構に関する研究が十分進められていないのが現状である。本稿では、都市火災

伝搬予測に必要な CFD モデル、火炎燃焼モデル、火炎放射モデルと火の粉飛散モデルを述べ

た後、それに基づいた計算例を紹介する。 
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2 市街地火災数値モデル 

2.1 CFD モデル 

火災気流をシミュレーションするには、ブジネスク近似による非圧縮性流体の基礎方程式

を用いることがある 3)が、加藤ら 4)は密度変化を考慮した低マッハ数近似による圧縮性流体と

しての方程式系を用いて、室内火災気流をシミュレーションした。林ら 5)は同じ方程式を用

いて屋外火災気流と火の粉の飛散を解析した。筆者らはこれらの研究を踏まえ、火災時の気

流を圧縮性流体として取扱い、圧縮性流体に対する平均操作として、ファブル平均 6)を行い、

乱流モデルは Tahry7)が提案した圧縮往復エンジン内の燃焼過程に適応した k-ε モデルを用
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いている。表 1に CFD 解析用の基礎方程式を示す。(1)-(6)式はそれぞれ連続式、運動量保存

式、エネルギー保存式、ガス成分輸送式、乱れエネルギー輸送式と散逸率輸送式である。 

 
2.2 火炎燃焼モデル 

CFD 基礎方程式を閉じるため、成分の燃焼反応速度(式(4)の nw を表す乱流燃焼モデルが必

要になる。本研究では Magunussen8)が提案した Eddy Dissipation Combustion Model を使用

した。このモデルでは、可燃ガス、酸素の渦が崩壊していく過程での燃焼反応速度は、二者

の内最も少ないものの量に支配されると考え、 

)/~,~min()/(
2

iYAYAkw Off ερ−=    (13) 

と表している。iは量論酸素燃料比で、Aは経験定数である。建物の火災時は木材、プラスチ

ックなど様々な物質が燃焼している。すべての燃焼を表現することは非常に困難であるが、

一般には、特定の可燃性ガスに代表させてそれが発生するというモデルを用いる。可燃性ガ

スとしては一酸化炭素 9)あるいはプロパン 10)で代表させることが多い。建物火災について、

プロパン発生モデルを採用することが多い 11)ため、ここで、プロパンで代表する。放射に多

大な影響を与えるすすの生成メカニズムは複雑であり、十分解明されておらず、本研究では、

(14)、(15)式の化学式のように 1mol の燃焼性ガスは燃焼により、s mol（s =0.0212））のすす

を生成すると仮定し、計算を行う。 

Table 1 Governing equations 
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( ) ( )3 8 2 2 25 3 4C H s O sC s CO H O+ − → + − +   (14) 

2 2C O CO+ →                         (15) 

 
2.3 放射モデル 

放射強度の伝達式である(16)式によりガス放射およびすす放射の計算を行い、離散伝達法
13)や six-flux 法 14)などがあるが、ここでよく使われている離散伝達法を用いた。気体の吸収

係数 kgおよびすすの吸収係数 ksは(17)、(18)式から求める 10)。すすは非常に小さい粒子なの

で、散乱は省略する。 

4( ) ( )g s g s
d I k k I k k Tds

σ
π= − + + +         (16)  

0.28exp
1135g

Tk  = − 
 

   (17)   1264s vk f=   (18) 

2.4 火の粉飛散モデル 

火の粉の生成メカニズムおよび物理メカニズムに関しては現在ほとんど研究されていない。

通常の粒子の飛散を解明するには、オイラー式を用いて火の粉を気体とみなし、輸送方程式

を解くことで火の粉の飛散を考慮する方法とラグランジュ方程式を用いて火の粉一つ一つの

運動方程式を解く方法がある。目的に応じて二つの式を使い分けていく必要があると考えら

れる。 

 

2.4.1 オイラーの式 

オイラー式では粒子を気体とみなして計算を行っているため、火の粉発生が連続状態にお

ける濃度分布を知ることが可能である。小さい粒子に火の粉の径が小さく、その飛散性状が

通常の重力沈降する気中浮遊微粒子とみなせるものと仮定して、火の粉の気中濃度に対する

輸送方程式を数値的に解析してその移流･拡散性状を評価する。火の粉の重力沈降は、火の粉

の気中濃度 C[個/m3]の輸送方程式において、重力沈降((19)式, 文 15)による移流効果を組み

込んでいる((20)式)。 

尚、火の粉は、地表面および建物上面で沈降により各表面に堆積して気中より除去される

ものとする。地表面および物体上面での濃度の乱流拡散フラックスは、法線方向勾配 0(乱流

拡散による固体表面沈着無視)と仮定して算出している。ストークスの重力沈降速度式： 
5.0

p r146.2W 
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火の粉の気中濃度輸送方程式： 
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火の粉の乱流濃度フラックス： 

iC

t
i x

C
Cu

∂
∂

σ
ν

−=′′     (21) 

 

2.4.2 ラグランジュ方程式 

火炎熱気流中の火の粉の挙動は固気二相流と見なすことができ、ラグランジュ方程式を用いる。

火の粉の粒子に関してはストークスの抗力と重力および圧力勾配による影響を考慮して火の

粉の運動方程式は(22)式で与えられる。回転について本研究においては無視している。また、

今回の火の粉飛散のモデル化においては、特に火の粉の飛行現象に着目し、火の粉自体の燃

焼時間は火の粉の飛行時間に比べ十分に長いものと想定し、飛行中には火の粉の表面温度が

流体運動に及ぼす影響並びに火の粉の形状変化についてはないものと仮定した。 

r r r r
P

p p gdr
dum F F F
dt

= + +     (22) 

gF
r
は重力項、

r
PF は圧力勾配項、 drF

r
は抗力項であり、それぞれ(23)、(24)、(25)式により与

える。 

)m/s(0,0,-9,8)g(g)-(VF 2
fpdg ==

rrr
　　ρρ   (23) 

r
p dF V p= − ∇      (24) 

)uu(|uu|AC
2
1F pppfddr

rrrrr
−−= ρ    (25) 

抗力係数 Cdの値は(26)式に示す。 
0.687 3

3

24(1 0.15Re ) / Re , Re 10

0.44 , Re 10
P P P

d
P

C
 + ≤= 

>

　　

　　　　　　　　　　　 　

  (26) 

また、粒子のレイノルズ数は(27)式により算出する。 

µ
ρ ppf

p

d|uu|
Re

rr
−

=     (27) 

火の粉を輸送する気流速度
ru は平均の速度成分に変動速度成分を加えたものとして、以下の

式に与える。 

'r r r%u u u= +      (28) 

変動速度成分は以下の標準偏差 σ のガウス分布確率密度関数からランダムに選択される。 

2 / 3kσ =      (29) 

2'
'

2

1( ) exp( )
22

r
r uG u

σπσ
= −      (30) 

 

3 実市街地スケール火災数値シミュレーション 

2 節において示した市街地火災シミュレーションモデルを用いて、実スケールモデル街区
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においてシミュレーションを行う。また、

実際の火災においてよく観察されている

粒径の大きい火の粉(1cm ぐらい)を対象し

ているため、火の粉飛散モデルはラグラン

ジュ式を用いる。下にその概要を示す。 

 

3.1 計算条件 

 図 2 に計算領域を示す。領域は火の粉の

飛散の測定を行うため市街地下流方向に

距離を長くとり、X×Y×Z＝510m×110ｍ

×200 ｍ と し た 。 建 物 の 大 き さ は

10m×10m×10m の立方体とし、建物間隔も

10m とした。境界条件は表 2に示す。 

計算ケースは燃焼面からの発熱量が

1.6MW/㎡ 3)になるように燃焼面から可燃性

ガス(プロパン)を発生させた。流入風速は

1998 年に起きた和歌山県白浜温泉の大火の

調査 1)を参考に高さ 10m において 5m/s と

10m/s とし、1/４乗則に従う市街地風のプロ

ファイルを与えている。燃焼面は屋上面、

風下側の側面、全焼の三つの場合を想定し

た。表 3 に示す。 

火の粉は複雑な形状(球状、棒状、板状な

ど)をしており、また種類も様々であり、す

べての形状に関して揚力および抗力の形状

を評価することは非常に難しい。そこで、

本研究では火の粉は球状であると仮定し、火の粉の飛散を計算する際の直径についてはスト

ークス径で代表させた。ストークス径の決定は文 17)を参考し、以下のように行った。直径

1cm 程度の火の粉が最も多く発生する 18)ことから火の粉は相当直径 1cm、ストークス径相当直

径比が 0.2～0.7 の場合のケースの計算を行う。発生位置から、ストークス径相当直径比が

0.2、0.3、0.4、0.5、0.6 と 0.7 の火の粉を同じ発生割合で発生させた。火の粉の発生位置

は燃焼面の 1ｍ上方より水平方向に 1ｍ間隔で格子状の点から発生するとする。初速は燃焼面

に対して鉛直方向に 5m/s と設定した。 

 

3.2 計算結果 

(a) 風速・風向および温度分布 

 中心断面における鉛直方向の風速・風向および温度(単位:K)分布を図 3 と図 4 に示す。図

中に示した矢印は火炎により生じるプルームであり、屋根面火災の場合の方が側壁火災の場
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Fig. 2 Analysis domain 

Table 2 Boundary conditions 

Inlet U=UD(z/10)
1/4, T=293(K) 

ε(z)=Cμ
3//4k(z)3/2/l(z) 

l(z)=(4Cμk(z))
1/2D1/4z3/4/UD

3) 

k:Experimental data16) 
Outlet Free flow 

Wall Generalized log law 

Burning 

face 

Vertical velocity of propane is 
0.018m/s 

Table 3 Simulation cases 

 
Inflow velocity 

(Height 10m)(m/s) 
Burning face 

CASE1 roof 

CASE2 
Leeward side 

wall 

CASE3 

5m/s 

All sides 

CASE4 roof 

CASE5 
Leeward side 

wall 

CASE6 

10m/s 

All sides 
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合よりプルームからの上昇流の影響は大きくなった。また、建物が全焼するケースにおいて

は、風速が 5m/s の場合のケースにおいても 10m/s のケースにおいても非常に大きな上昇流を

示す結果になった。火炎プルームからの上昇流に伴う巻き込み流に関して、風速が強い場合

は弱くなった。燃焼部位別に分類すると、全焼の場合が最も強く、屋根面火災の場合の方が

側壁火災よりも強くなった。側壁燃焼の場合には建物間での上昇気流は強く見られるが、上

空に対する影響は少ない結果になった。また、風速が比較的速い場合は、上昇気流が抑制さ

れ、火炎の傾きが大きく、隣棟への延焼危険性が高くなる。 

(b) 火の粉飛散結果 

火の粉の飛散結果を図 5 に示す。どのケースにおいても非常に広範囲にわたって影響を与

える結果となった。屋上面の火災の場合にはすぐ近くに落下するもの、100m 程度飛散するも

のと 400ｍ以上飛散するものに分類することができる。風速は 5m/s の時(CASE1)、ストーク

ス径が 0.2cm の火の粉は 400ｍ以上飛散し、0.3cm の火の粉は 100ｍ程度飛散する火の粉が多

かった。ストークス径が 0.4cm 以上の火の粉に関してはほとんどが隣接する建物に落下する

結果になった。風速は 10m/s の時(CASE4)、ストークス径が 0.2cm の火の粉の一部は 400ｍ以

上飛散したが、0.3cm 以上の火の粉のほとんどは隣接建物に落下した。CASE4 では、CASE1 に

 5m/s 

  

 

 
(1) CASE1 (Burning face: roof) 

 5m/s 

  

 

 
(2) CASE2 (Burning face: leeward side wall) 

 5m/s 

    

 

 
(3) CASE3 (Burning face: all sides) 

Fig. 3 Vertical wind and temperature distribution (Section A-A’、Inflow velocity: 5m/s) 
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比べて風速が強くなったため、上昇流が抑制され、飛散距離は全ての種類の火の粉に関して

短くなった。 

側壁面の火災の場合には、300ｍ以内の領域に幅広く火の粉が落下した。風速は 5m/s の時

(CASE1)、300m 以内の領域にまんべんなく火の粉が落下する結果になった。ストークス径が

0.2cm の火の粉は 200ｍ程度、0.3cm の火の粉も 100ｍ程度、0.4cm の火の粉は 50m 程度飛散

した。ストークス径が 0.5cm 以上の火の粉に関してはほとんどが隣接する建物に落下する結

果になった。風速は 10m/s の時(CASE4)、150m 以内の領域にまんべんなく火の粉が落下する

結果になった。ストークス径が 0.2cm の火の粉は 150ｍ程度飛散し、0.3cm の火の粉も 80ｍ

程度飛散した。ストークス径が 0.4cm 以上の火の粉に関してはほとんどが隣接する建物に落

下する結果になった。CASE5 では、流入風の弱い CASE2 に比べると燃焼面付近の上昇気流が

弱かったために、火の粉の飛散距離は全体的に短くなった。 

全焼のケースの場合には、非常に強い上昇流が起きるので、全ての大きさの火の粉が 100

ｍ以上飛散する結果になった。CASE6(風速 10m/s)は CASE3(風速 5m/s)に比べて、ストークス

径の大きな火の粉は飛散距離が伸びる結果になった。これは、風速が強まったことにより上

昇流が CASE3 に比べて多少弱まったが、火の粉が上昇流によって、上空に巻き上げられ、上

  10m/s 

  

 

 
(1) CASE4 (Burning face: roof) 

 10m/s 

  

 

 
(2) CASE5 (Burning face: leeward side wall) 

 10m/s 

   

 

 
(3) CASE6 (Burning face: all sides) 

Fig. 4  Vertical wind and temperature distribution (Section A-A’、Inflow velocity: 10m/s) 
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空の市街地風に乗り、市街地風の風速が強まった分だけ飛散距離が増えたと考えられる。1998

年に起きた和歌山県白浜温泉の大火では、直径1cmの火の粉が400m程度飛んだ記録があり1)、

今回の計算は、燃焼の程度によっては、それと同等の結果を示すことができ、火の粉の飛散

による広範囲の延焼の危険性があることを表現することができた。 

 

6. まとめ 

市街地火災予測モデルおよび火の粉性状実験のデータを用いてモデル街区における市街地

火災シミュレーションを行い、火の粉の飛散性状の評価を行った。火の粉は 400ｍ以上の広

範囲に渡って飛散することができ、1998 年に起きた和歌山県白浜温泉の大火の記録と同等の

結果を示すことができた。また、火の粉が火炎プルームによる上昇流によって巻き上げられ、

市街地風に乗るかによって飛散距離が決めることを示唆した。また、火の粉の燃焼の取り扱

いや放射モデルへの影響などは今後の課題である。 

  

 
(1) CASE1                              (2) CASE4  

  

 
(3) CASE2                                (4) CASE5   

  

 (m)(m)(m)(m)

Stocks diameter   
(5) CASE3                                  (6) CASE6   

Fig. 5 Firebrands trajectories 
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記号  
Ad 火の粉の断面積(m2) 
Cd 抗力係数 
Cp 定圧比熱 (J/kg/K) 
Cµ  k-εモデル定数 
Cεi  k-εモデル定数 
dp 火の粉の直径 (m) 
Dn 分子拡散係数 (m2/s) 

f  変数 f のアンサンブル平均値 

f%  変数 f のファブル平均値 

drF
r  抗力 (N) 

pF
r

 圧力勾配による力 (N) 

gF
r

 重力 (N) 
fv すすの体積分率 
h エンタルピー (J/kg) 
h0,n 標準生成エンタルピー (J/kg) 
hn 成分 n の生成エンタルピー (J/kg) 
I 放射強度 (J/m2/s) または、乱流強度 
k 乱流エネルギー(m2/s2) 
kg ガス吸収係数  
ks すす吸収係数 
l 乱流スケール (m) 
L モデルスケール (m) 
mp 火の粉の質量 (kg) 
Mn 成分 n の分子量 
P 圧力 (Pa) 
Rep 火の粉のレイノルズ数 
s  すすの転換率、または放射束がある方向に進行した距離 (m) 
SR 放射熱ソース (W/m3) 
t  時間 (s) 
T 温度 (K) 
up 火の粉の瞬時速度 (m/s) 

iu  速度の 3 成分 (m/s) 
  ( 1u =U: X 方向速度, 2u =V:Y 方向速度, 3u =W: Z 方向速度) 

UD 代表風速 (m/s) 
Vd 火の粉の体積 (m3) 
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ix :  空間座標の 3 成分 
   ( 1x =X, 主流方向、 2x =Y, 横方向、 3x =Z, 高さ方向、) 

Yn 成分 n の質量分率 
Greek symbols 

hσ  乱流 Prandtl 数 

nσ  乱流 Schmidt 数 

kσ  k-εモデル定数 

εσ  k-εモデル定数 

λ  熱伝導係数 (W/m/K) 
ε   乱流散逸率 (m2/s3) 
wn 成分 n の燃焼反応速度 (kg/m3/s) 
σ Stefan-Boltzmann 定数 5.67×10-8 (W/m2/K4) または、標準偏差 
µ  分子粘性係数 (kg/m/s) 

tµ   乱流粘性係数 (kg/m/s)  

ρf 空気密度 (kg/m3) 
ρp 火の粉の密度 (kg/m3) 
τij  応力テンソルの成分 (N/m2) 
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